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第１節 問題意識と背景
本研究の狙いは，１９６１年に米国で公表されたEdwards and Bell著のThe Theory


































れている。そして，FASBと IASBの研究スタッフである Bullen and Crookに
よると，この包括利益は「企業の利益（entity’s income）は，期中の富の変動
に消費した分を加えることで客観的に決定することができる」という意味にお
いて，Hicksが１９４６年に公表した Value and Capital に示される経済的所得概念
と整合的であると位置付けられる（Bullen and Crook［２００５］, p.７）。１）その一方
で，IASBは「すべての資産負債について期末日現在の公正価値で評価し，そ
１）同様の見解が，Schipper and Vincent［２００３］においても示されている（Schipper and Vincent
［２００３］, p.９７）。その一方で，Bullen and Crookによる Hicksの Value and Capital からの引
用は，「文脈に反した引用である」と批判されることや（Bromwich et. al.［２００５］, p.２），「彼
らの主張は，控えめにいって，あまり説得的ではない」と批判されることがある（福井
［２００７］，p．７５）。



















は，経済的利益への接近法が Edwards and Bell学説で提示されるカレント・コ
ストに基づく財務報告を提案する原動力となったと記述している（Beaver































４）ここで示した以外にも，藤井［１９９７］，p．１３，Bromwich et al［２０１０］, p.３５１等で Edwards
and Bell学説が参照されている。
５）なお，Baillieも同様の見解を示している（Baillie［１９８５］, p.９１）。













































































（Bromwich et. al.［２００５］, p.３, Christensen and Demski［２００２］, p.３４）。






p.２９，Bullen and Crook［２００５］, p.７，斎藤［２００７］, p．３，Epstein and Jermakwicz
［２０１０］, p.１０４，山［２０１１］，p．２６）。さらに，Edwards and Bellが議論の出発

















やすことができ，しかも将来の各週に同額を費やし得る（to be able to spend）最大限の金
額」（Hicks［１９４６］, p.１７４），所得第３号を「将来の各週に同量の実物を（in real terms）費
やし得る（to be able to spend）最大限の金額」と定義している（Hicks［１９４６］, p.１７４）。





















































１０２ 松山大学論集 第２３巻 第６号
第１期首時点 第１期 第２期 合 計
経済的利益（）    



























９）Edwards and Bellは，これを特に主観のれん（subjective goodwill）と呼ぶ（Edwards and
Bell［１９６１］, p.３７）。













































目標（あるいは適正）利子率（a target（or adequate）rate of interest）と述べるだけであり，
これが何を意味するかについての明言はない（Edwards and Bell［１９６１］, p.３６）。ただし，
彼らは企業の目的を，市場利子率（the market rate of interest）以上の利益を獲得すること
にあると論じているため（Edwards and Bell［１９６１］, p.３７），この利子率は Edwards and Bell
学説においては，市場利子率と捉えることが適切であると考えられる。なお，ここでの利
子率を Edwards and Bellと同様に市場利子率と捉える考え方もあるが（上野［１９９１］，p．６６，
Christensen and Demski［２００２］, p.３６），一方で，資本コストと捉える考え方もあり（斎藤
［２００９］，p．１４, 福井［２００８］，p．２０），利子率をいかに捉えるかという問題は未だ解決され
ていない。























１０６ 松山大学論集 第２３巻 第６号
式と式が示すように，第１期の経済的利益は第１期首の資本財の価額に
利子率を乗じたものであり，第２期のそれは第１期末（第２期首）の資本財の
価額に利子率を乗じたものとして計算される（Edwards and Bell［１９６１］, p.４０，
















































経営者の本来の職能である。」と論じる（Edwards and Bell［１９６１］, p.３８）。つ
まり，Edwards and Bellは，企業が採用した事業計画を，その計画通りに最後
まで継続させるものとは捉えておらず，むしろ必要に応じて変更すべきものと






















（Edwards and Bell［１９６１］, p.１０２）。そして，このような社会的費用が認識され
る場合には，当該投資プロジェクトを継続させない意思決定を行うことが賢明
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